
  

 
令和７年２月１９日（水）午後２時 説明会配布 

 
 

ＷＴＯ 
令和７年２月１４日付け公告第４２号 

 
 
  出納局要求 

 
 

 案  件  名 
 

 ア コピー用紙Ａ４（2,500 枚入） 予定数量２４，０００箱 
 

イ コピー用紙Ａ３（1,500 枚入） 予定数量 １，３１０箱 
 

ウ コピー用紙Ｂ４（2,500 枚入） 予定数量 １，２６０箱 
 

 
入 札 説 明 書  

 
 

〔物品調達契約〕  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福島県出納局入札用度課  
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入   札   説   明   書  
 
この入札説明書は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける物品等の購入

について、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）、地方

公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成 7 年政令第 372

号）、福島県財務規則（昭和 39 年福島県規則第 17 号。以下「財務規則」という。）及び

本件物品調達契約に係る一般競争入札（以下「入札」という。）の公告等の規定に基づ

き、福島県が発注する物品調達契約に関し、一般競争入札に参加する者（以下「入札者」

という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を定めたものである。  
 
１ 発注者（契約権者） 福島県知事 内 堀 雅 雄  
 
２ 入札に付する事項  
(1) 購入等件名及び数量  

ア コピー用紙Ａ４（2,500 枚入）予定数量２４，０００箱 

イ コピー用紙Ａ３（1,500 枚入）予定数量 １，３１０箱 

ウ コピー用紙Ｂ４（2,500 枚入）予定数量 １，２６０箱 

(2) 調達物品の仕様等 別紙仕様書のとおり 

(3) 納入期限 令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間の福島県知事が指定  
       する日  
(4) 納入場所   福島県知事が指定する場所（別紙仕様書のとおり） 

 
３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項  

次に掲げる条件を全て満たしている者であり、かつ、当該入札に参加をする者に必要

な資格の確認を受けた者であること。  
(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項各号のいずれにも該当し

ない者であること。 
(2) 福島県の物品購入（修繕）競争入札参加有資格者名簿に登載されている者又は開札時まで

に福島県の物品購入（修繕）競争入札参加資格を取得している者であること。 
なお、新たに競争入札参加資格を得ようとする者は、下記の５の(1)に示す場所に、

所定の物品購入（修繕）競争入札参加資格審査申請書及び添付書類を提出して資格を

得ること。ただし、申請時期によっては、資格審査が終了できない場合があるので注

意すること。  
(3) 福島県から現に物品の買入れ又は修繕に係る参加資格制限を受けていないこと。  

なお、参加資格制限期間中の者は、請負契約に係る物品の全部又は主要な一部の下請けを行

うことは認められていない。 
(4) 本公告に示した仕様に合致した物品又はこれと同等の物品について納入実績があ

り、かつ、確実に納入できること。  
      
４ 入札に参加する者に必要な資格の確認  
(1) 入札に参加を希望する者は、上記３に掲げる必要な資格の確認を受けるため、件名

ごとに物品購入（修繕）一般競争入札参加資格確認申請書（様式１。以下「資格確認

申請書」という。）に次のアからウまでに掲げる書類等を添付し、令和７年３月１０
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日(月)午後５時まで に下記５の(1)に示す場所に提出し、当該資格の確認を受けるこ

と。  
当該資格の確認結果については、物品購入（修繕）一般競争入札参加資格確認通知

書（様式２）により別途通知する。  
なお、期日までに当該申請を行わなかった場合は、入札に参加できないので、十分

に注意すること。  
ア 公告に示した納入期限内に、物品を必ず納入できることを明らかにした元売りの

証明書（参考様式１その１）。製造業者自ら参加する場合は納品確約書（参考様式

１その２）。  
イ 納入物品の仕様書（参考様式２）  
(ｱ) 納入物品の内容が網羅されているものであること。  
(ｲ) 納入物品のメーカー名及び規格等が明示されていること。 

(ｳ) 納入物品のカタログ又は写真等が添付されていること。   
ウ 納入実績調書（参考様式３）  

 本公告に示した仕様に合致した物品又はこれと同等の物品に関する過去２年間の

納入実績（民間・官公庁いずれに対する実績かは問わない。）  
 (2) 入札保証金の免除を希望する者は、入札保証金納付免除申請書（様式３）を 令和

７年３月１０日(月)午後５時まで に下記５の(1)に示す場所に提出すること。  
なお、保険適用による免除申請者は、別途、開札日までに入札保証保険証券原本を提出す

ること（原本は返却しないので留意すること。）。 
   また、納入実績による免除申請者は、上記４の(1)ウに財務規則第 249 条第 1 項第 2

号（別記１）に該当する実績を記載すること。  
 
５ 入札書の提出期限等  
(1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先  

〒960-8670 福島県福島市杉妻町 2 番 16 号 福島県出納局入札用度課  
電話 024-521-7413 ＦＡＸ024-521-7962 

(2) 入札説明会の日時及び場所  
令和７年２月１９日(水)午後２時～福島県出納局入札用度課入札室(西庁舎３階) 

(3) 資格確認申請書及び入札保証金納付免除申請書の提出期限及び提出場所  
令和７年３月１０日(月)午後５時 福島県出納局入札用度課 (西庁舎３階) 

なお、郵送による提出を可とする。 
(4) 入札書及びその添付書類の提出期限及び提出場所  

ア 持参する場合  
令和７年３月２７日(木) 下記５の(5)にある開札時刻 

福島県出納局入札用度課入札室(西庁舎３階) 
イ 郵送による場合  

令和７年３月２６日(水)午後５時  

福島県出納局入札用度課(西庁舎３階) 

(5) 開札の日時及び場所  
令和７年３月２７日(木)午後１時３０分から 

福島県出納局入札用度課入札室(西庁舎３階)において、上記２の(1)の件名ごとに次のと

おり開札する。 
ア 午後１時３０分 コピー用紙Ａ４（2,500 枚入）予定数量２４，０００箱 
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イ 午後１時５０分 コピー用紙Ａ３（1,500 枚入）予定数量 １，３１０箱 

ウ 午後２時１０分 コピー用紙Ｂ４（2,500 枚入）予定数量 １，２６０箱 

 
６ 入札書の提出方法  
(1) 入札書は、件名ごとに指定の入札書(様式４)に必要とする事項を記載し、上記５に  

指定する日時及び場所へ提出すること。  
また、入札者の押印を省略する場合は、その旨を明示し、かつ、入札書の余白に「本件責 

任者及び担当者」の氏名・連絡先を記載すること。 

(2) 入札書には、次の書類を添付しなければならない。  
ア 物品購入（修繕）一般競争入札参加資格確認通知書（様式２）又はその写し 
イ 委任状（様式５） ※代理人が出席し、入札する場合  

(3) 入札書を郵便（書留郵便に限る。）により提出する場合は、二重封筒とし、件名ご

とに入札書を中封筒に密封のうえ、当該中封筒及び外封筒に次のア、イに掲げた事項

を記載し､期限必着となるように郵送すること。  
ア 氏名（法人にあっては、商号又は名称）  
イ  ［３月２７日開札「件名：［記載例］コピー用紙Ａ４（2,500 枚入） 予定数量２

４，０００箱」の入札書在中］  
なお、電報、電送その他の方法による入札は認めない。  

(4) 入札書には、次の事項が記載されていなければならない。  
ア 入札書には、１箱あたりの単価（税抜き）を記載すること。ただし、当該単価は

調達物品の本体価格のほか、輸送費等納入に要する一切の諸経費を含めて見積もる

こと。  
なお、この入札による契約は、落札者が入札書に記載した金額を契約単価とし、

支払い金額は、契約単価に購入数量を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）に当該金額の 100 分の 10 に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する単価を

入札書に記載すること 。  
イ 入札者の住所、商号又は名称、代表者職・氏名を記載すること。  
ウ 代理人をして入札する場合の入札書には、入札者の住所、商号又は名称及び代表

者職・氏名のほかに当該代理人であることの表示､当該代理人の氏名を記載するこ

と。  
 

７ 入札保証金  
(1) 入札に参加を希望する者は、入札金額（消費税及び地方消費税を含む。）に当該入

札に係る予定数量を乗じて得た額の 100 分の 3 以上の額の入札保証金を納付しなけれ

ばならない。  
(2) 入札保証金は、現金（現金に代えて納付する小切手にあっては、福島県指定金融機

関又は福島県指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証をしたものに限る。）

で納めるものとするが、その納付に代えて担保として財務規則第 169 条第 1 項各号に

規定する有価証券を提出することができる。  
(3) 財務規則第 249 条第 1 項各号（別記１）のいずれかに該当する場合、入札保証金の

全部又は一部の納付を免除する。  
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(4) 入札保証金の納付及び還付については、財務規則第 251 条及び第 253 条に定めると

ころによる。  
８ 入札方法及び開札等  
(1) 開札は、上記５の(5)で指定する日時及び場所で行う。  
(2) 開札に先立ち、件名ごとに入札者は上記６の(2)で指定する書類の確認を受けるも

のとする。  
(3) 入札者で入札保証金を納付する者は、出納局担当者から指示があった場合、入札保

証金を納付した領収書を提出すること。  
(4) 開札は、入札者及びその代理人を立ち会わせて行うものとし、入札者又はその代理

人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて行うものと

する。  
(5) 開札の結果、予定価格の範囲内の価格の入札がないときは、直ちにその場所におい

て再度入札に付すことができるものとする。  
なお、再度入札の回数は、原則として２回を限度とする。  

(6) 初回入札が無効（ただし、下記１２の(5)～(7)に該当する場合を除く）となった者は、

再度入札に参加できないものとする。 
(7) 入札者又はその代理人が開札に立ち会わない場合、再度入札については棄権したも

のとする。  
(8) 開札に立ち会う場合に持参する物  

ア 開札に立ち会う者の身分証明書（運転免許証等）（必要に応じて提示を求める  
ことがあります。）  

イ  件名ごとの物品購入（修繕）一般競争入札参加資格確認通知書（様式２）又はその

写し 
   ウ 件名ごとの委任状（様式５）（代表者から入札等に関する委任を受けた者に限

る。）  
  エ 件名ごとの予備の入札書用紙（様式４）及び見積書用紙（様式６） 
 
９ 入札参加者に要求される事項  

入札者は、件名ごとに入札書及び添付書類を入札書の提出期限まで提出しなければな

らない。また、入札者は、開札日の前日までの間において提出した書類に関し、福島県

知事から説明を求められた場合は、それに応じなければならない。  
 
10 入札心得  
(1) 入札者は、入札説明書、仕様書を熟知のうえ入札しなければならない。この場合に

おいて、当該仕様書等について疑義がある場合は、物品購入（修繕）一般競争入札仕

様書等に関する質問書（様式７）により令和７年２月２７日 (木 )午後５時までに関係

職員に説明を求めることができる。  
県は、物品購入（修繕）一般競争入札仕様書等に関する回答書（様式８）にて、福

島県出納局入札用度課ホームページに掲載する方法により回答する。  
(2) 入札者は、所定の日時及び場所に本人が出席して入札書を提出することを原則とす

るが、都合のあるときは、この限りではない。  
(3) 入札者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を持参させ、確認を受けな

ければならない。  
(4) 郵送により入札書を提出する入札者は、指定の方法により、指定の日時及び場所へ
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確実に到達するよう提出しなければならない。  
(5) 入札者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札者の代理をすることができない。 
(6) 入札者は、次の各号の一に該当する者を入札代理人にすることができない。  

ア 契約の履行に当たり故意に物品の品質に関して不正の行為をした者  
イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るた

めに連合（談合）した者  
ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者  
エ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者  
オ 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり

代理人、支配人その他の使用人として使用した者  
(7) 開札場所には、入札者又はその代理人以外の者は入場できない。  

ただし、発注者が特にやむを得ない事情があると認めた場合は、付添人を認めるこ

とがある。  
(8) 開札開始時刻後においては、入札者又はその代理人は、開札場所に入場することが

できない。  
(9) 入札者又はその代理人は、入札書を一旦提出した後は、開札の前後を問わず書換

え、引換え又は撤回をすることができない。  
 
11 入札の取り止め等  

入札者が連合（談合）し、又は不隠の行動をなす等の場合において、入札を公正に執

行することができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札

の執行を延期し、若しくは取り止めることがある。  
また、天災その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を延期し、又は取り

止めることがある。  
なお、これらの場合において入札参加者に生じた損害は、入札参加者の負担とする。  

 
12 入札の無効  

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。  
(1) ３の入札参加資格のない者の提出した入札  
(2) 所定の入札保証金又は有価証券を納付又は提供しない者のした入札  
(3) 委任状を持参しない代理人のした入札  
(4) 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理人をした者の入札 
(5) 記名、押印を欠く入札（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏名・

連絡先の記載がない入札）  
(6) 金額を訂正した入札  
(7) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札  
(8) 同一人が同一事項に対して２通以上の入札をし、その前後を判別することができな

い入札又は後発の入札  
(9) 明らかに連合（談合）によると認められる入札  
(10) その他、この入札説明書等において示す入札に関する条件又は県において特に指定

した事項に違反した入札  
 
13 落札者の決定方法  
(1) 財務規則の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
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て有効な入札をした者を落札者とする。  
(2) 落札となるべき同価の入札書を提出した者が２人以上あるときは、直ちに当該入札

者にくじを引かせて落札者を定める。  
この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代え

て当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。  
(3) 入札者がいないとき、又は再度入札を執行しても落札者がない場合は、施行令第  

167 条の 2 第 1 項第 8 号の規定により随意契約をすることができる。  
 
14 落札者決定の通知  

落札者とされなかった入札者から請求があったときは、落札者を決定したこと等につ

いて通知をするので、通知を必要とする者は発注者に申し出ること。  
 
15 契約保証金  
(1) 落札者は、契約単価に当該入札に係る予定数量を乗じて得た額に、当該金額の 100

分の 10 に相当する額を加算した金額の 100 分の 5 以上の額の契約保証金を納付しな

ければならない。  
(2) 契約保証金は、現金（現金に代えて納付する小切手にあっては、福島県指定金融機

関又は福島県指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証をしたものに限る。）

で納めるものとするが、その納付に代えて担保として財務規則第 169 条第 1 項各号に

規定する有価証券を提出することができる。  
(3) 財務規則第 229 条第 1 項各号（別記２）のいずれかに該当する場合においては、契

約保証金の全部又は一部の納付を免除する。  
(4) 契約保証金の減免については、落札者に別途通知する。  
(5) 契約保証金の納付及び還付については、財務規則第 228 条、第 231 条及び第 233 条

に定めるところによる。  
 
16 契約の締結  
(1) 落札者は、発注者が交付する単価購入契約書（以下「契約書」という。）に記名押

印し、落札決定の日から１０日以内（落札者が遠隔地にある等特別の事情があるとき

は、発注者が指定した期日まで)に契約書の取り交わしを行うこと。  
(2) 契約の確定時期は、地方自治法第 234 条第 5 項の規定により両者が契約書に記名押

印したときに確定するものとする。  
(3) 落札者が、上記(1)に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札を取り消す

ことがある。  
(4)  落札者の決定後、契約が確定するまでの間において、当該落札者が上記３に掲げるい

ずれかの要件を満たさなくなった場合は、契約を締結しない。 
 

17 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨。  
 
18 契約条項 単価購入契約書（案）及び財務規則による。  
 
19 異議の申し立て  
  入札参加者は、入札後、この入札説明書、契約条項及び仕様書等について、不明又は錯誤を理

由として異議を申し立てることはできない。 
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20 苦情の申し立て  
すべての競争入札参加有資格者は、本契約に係る入札等について政府調達に関する協

定の規定に違反する調達が行われたと判断する場合は、調達をする発注者等へ協議又は

苦情を申し出ることができる。  
 
21 当該調達契約に関する事務を担当する課 上記５の(1)と同じ。  
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別記１  
福島県財務規則（抜粋）  

（入札保証金の減免）  
第 249 条 前条の規定にかかわらず、契約権者は、次に掲げる場合においては、入札保証金の

全部又は一部の納付を免除することができる。  
(1) 一般競争入札に参加しようとする者が保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保

険契約締結しているとき。  
(2)  一般競争入札に参加する資格を有し、過去２年間に官公署（予算決算及び会計令第 99

条第９号に掲げる沖縄振興開発金融公庫等を含む。）とその種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を２回以上にわたり締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を締結しな

いおそれがないと認められるとき。 

(3)、(4)              （略）  
２                  （略）  
 
 
別記２  

福島県財務規則（抜粋）  
（契約保証金の減免）  
第 229 条 前条の規定にかかわらず、契約権者は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又

は一部の納付を免除することができる。 
(1) 契約の相手方が官公署及び知事がこれに準ずるものと認める法人であるとき。 
(2) 契約の相手方が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結しているとき。 
(3) 契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計令（昭和

22 年勅令第 165 号）第 100 条の３第２号の規定により財務大臣が指定する金融機関（次条第２項

において「保険会社等」という。）と工事履行保証契約を締結したとき。 
(4) 過去２年間に官公署（予算決算及び会計令第 99 条第９号に掲げる沖縄振興開発金融公庫等を含   

む。）とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたり締結し、これらを全て誠実に

履行し、かつ、契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

(5) 随意契約を締結する場合において、請負代金又は契約代金の額が 100 万円未満であり、かつ、

契約の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 
(6) １件 500 万円未満の物品の購入契約を締結する場合において、当該契約に係る物品が当該契約

において定める期日までに確実に納入されるものと認められるとき。 
(7)から(11)まで       （略） 

(12) １件の契約金額が 500 万円未満の契約を締結する場合において、契約の相手方が第１号に掲げ

る公共団体以外の公共団体又は公共的団体で知事が指定するものであるとき。 
(13)から(18)まで      （略） 

２                  （略） 
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                             単 価 購 入 契 約 書（案） 
 
品 目 及 び 数 量     ［記載例］コピー用紙Ａ４（2,500 枚入） 予定数量２４，０００箱 
                         
                                                         
契 約 単 価                円／箱 
 
契 約 期 間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 
 
納 入 期 限  令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間の福島県知事が 

指定する日 
（ 分 納 期 間 ）      
 
納入場所及び納入方法   福島県知事が指定する場所（別紙仕様書のとおり） 

及び発注者の指示による。 
 
契 約 保 証 金     
 
  上記物品を購入するについて発注者「  福  島  県  」を甲とし、受注者

「              」を乙として次の条項に定めるところにより契約を締結する。 
 
（総則） 

第１条 乙は、別紙仕様書に基づき、頭書の契約単価をもって頭書の期限内に頭書の物品を頭書の

場所に納入しなければならない。 

２ 乙は、甲が指示したときは、頭書の期限内に当該物品を分納することができる。 

（納入の通知） 

第２条 乙は、甲の指定した場所に物品を納入したときは、ただちに納品書によりその旨を甲に通

知しなければならない。 

（検査及び引渡し） 

第３条 甲は、納入の通知を受けた日から 10 日以内に乙に立会を求めて物品の検査を行ない、当該

検査に合格したものについてはその引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、甲は、

乙に受領書を交付する。 

２ 乙が前項の検査に立ち会わないときは、甲は、乙の欠席のまま検査をすることができる。 

３ 甲は、検査をしたときは、すみやかにその結果を書面により乙に通知するものとする。 

（不合格品の引取り又は取替え等） 

第４条 甲が検査の結果不合格と認めた物品については、乙は、自己の費用をもって引取り､かつ、

納入期限内又は甲の指定する期日までに取替えをし、又は補充をしなければならない。当該取替え

又は補充後の物品にかかる納入及び検査については、前２条の規定を準用する。 

（所有権の移転） 

第５条 物品の所有権は、甲が検査の結果合格と認め、その引渡しを受けた時に、乙から甲に移る

ものとする。 

２ 所有権の移転前に生じた物品の滅失、き損、減量その他一切の損害は、特約のある場合を除くほ

か、すべて乙の負担とする。 

（契約不適合責任） 

第６条 甲は、引き渡された物品が種類、品質又は数量に関して契約内容に適合しない場合は、そ

の物品の引渡しを受けた後１年以内に限り、乙に対して物品の補修、代品の引渡し、不足分の引渡

し若しくは代金の減額のいずれか、又は物品の補修、代品の引渡し若しくは不足分の引渡し及び代
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金の減額を請求することができ、乙はこれに応じるものとする。 

（有償延期及び遅延利息） 

第７条 乙の責めに帰すべき事由により、期限内（分納の期日を定めたときはその期日まで）に物

品の納入の完了の見込みがないときは、乙は、その事由を付した書面をもって、甲に納期の延長を

申し出なければならない。 

２ 前項の場合において、期限後相当の期日内に納入が完了する見込みがあるときは、甲は､乙から

遅延利息を徴収することを条件として納入期限を延長することができる。 

３ 甲は、前項の規定により納入期限を延長することを認めたときは、その旨を乙に通知するととも

に当該納入期限の延長に関する契約を乙との間に結ぶものとし、乙は、これに応ずるものとする。 

４ 第２項の遅延利息は、遅延期間の日数に応じ、納入未済相当額に年 2.5％の割合で計算した額

（当該額に 100 円未満の端数があるとき、又はその全額が 100 円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てる）とする。 

５ 前項の場合において、検査確認に要した日数は、遅延日数に算入しない。 

（天災地変、不可抗力等による無償延期等） 

第８条 天災地変、不可抗力その他乙の責めに帰すことができない事由により、期限内（分納の期

日を定めたときはその期日まで）に物品を納入することができないときは、乙は甲に対し､すみや

かにその事由を詳記して、納入期限の延長又は契約の一部変更若しくは解除の申出をすることがで

きる。この場合において、甲は、その事由を相当と認めたときは、遅延利息又は第 11 条に定める

違約金を徴収することなく、これを承認するものとする。 

（代金の支払） 

第９条 甲は、乙の適法な支払請求書を受理した日から 30 日以内に完納物品の代金を支払うものと

する。 

２ 前項の支払請求書は､第３条第３項の規定による検査に合格した旨の通知を得た後でなければ､提

出することができない。 

３ 分納の期日を定めたものについて、当該期日内に当該分納部分が納入されたときは、完納とみな

して前２項の規定を準用する。 

４ 請求金額は、契約単価に数量を乗じて得た金額（円未満切り捨て）に 100 分の 10 に相当する額

を加算して得た金額（円未満切り捨て）とする。 

（甲の解除権） 

第 10 条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除することができ

る。 

 一 乙が納期内に物品の持込みを終わらないとき。 

 二 乙が納期内に明らかに物品を納入することができないと認められるとき。 

 三 乙が解除を申し出たとき。 

 四 乙又はその代理人若しくは使用人等に不正の行為があったとき。 

五 乙が次のいずれかに該当するとき。 

    イ 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、乙が法人

である場合にはその役員、その支店又は常時物品の購入契約を締結する事務所の代表者その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団

（以下この条において「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下この

条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

  ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

  ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
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  ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

と認められるとき。 

  ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

ヘ 原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 乙が、イからホまでのいずれかに該当する者を原材料の購入契約その他の契約の相手方とし

ていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこ

れに従わなかったとき。 

 六 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者若しくは社会的非難関

係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成 23 年福島県公安委員会規則第５号）第４条各号に

該当する者）に契約代金債権を譲渡したとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第 11 条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は違約金として契約金額又は契約解除

部分相当額の 10 分の１を甲に納付しなければならない。又、契約解除により甲に損害を及ぼした

ときは、甲が算定する損害額を乙は甲に納付しなければならない。ただし、天災地変、不可抗力

等乙の責めに帰すことのできない事由による解除の場合は、この限りでない。 

一 乙前条の規定によりこの契約の全部又は一部が解除された場合 

 二 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務について 履

行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみなす。 

 一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75 号）の

規定により選任された破産管財人 

 二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第 154
号）の規定により選任された管財人 

 三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225
号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の規定にかかわらず、乙の責めに帰すべき事由により第７条の規定に基づく納入期限の延

長があった場合において、甲が前条の規定により契約を解除したときは、乙は、第１項の違約金に

当初の納期の翌日から甲が契約解除の通知を発した日（乙から解除の申出があったときは、甲がこ

れを受理した日）までの期間の日数に応じ、契約金額又は契約解除部分相当額に年 2.5%の割合で

計算した額を加えた金額を違約金として甲に納付しなければならない。 

（契約の変更等） 

第 12 条 甲は、必要があるときは、この契約の内容を変更し、又は物品の納入を一時中止させ、若

しくはこれを打ち切らせることができる。この場合において、契約金額を変更する必要があるとき

は、甲、乙協議してこれを定めるものとする。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。こ

の場合における賠償額は、甲、乙協議して定めるものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 13 条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を、甲の承諾なしに、譲渡し、承継させ、又

は担保に供してはならない。 

（談合による損害賠償） 

第 14 条 甲は、この契約に関し乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の解除をするか否

かを問わず、賠償金として、支払済金額の 10 分の２に相当する額を請求し、乙はこれを納付しな

ければならない。ただし、第１号又は第２号のうち命令の対象となる行為が私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第９

項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号）第６項で規定する

不当廉売に当たる場合その他甲が特に認める場合はこの限りでない。 
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一 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第 49 条の規定による排除措置

命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第 62 条第１項の規定による課

徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

三 乙(乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人)に対し、刑法(明治 40 年法律第 45
号)第 96 条の 6 の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。なお、甲が受けた

損害額が前項の規定により計算した賠償金の額を超える場合において、甲は、その超過分に対して

賠償を請求することができるものとし、乙はこれに応じなければならない。 

（遅延利息等の相殺） 

第 15 条 この契約に基づく遅延利息、違約金又は賠償金として､甲が乙から徴収すべき金額がある

ときは､甲はこれを物品の代金と相殺し、なお不足を生ずるときは更に追徴することができる。 

２ 甲は、この契約に基づき甲が乙に対して有する遅延利息、違約金及び賠償金にかかる債権につ

き、その保全上必要があるときは、乙に対し、その業務若しくは資産の状況について質問し、帳簿

書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

３ 甲は、乙が前項の規定に違反して質問に対する応答、報告等をせず、若しくは虚偽の応答、報告

等をし、又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、当該債権の全部又は一部について、履

行期限を繰り上げることができる。 

（予定数量） 

第 16 条 当該契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、

当該契約期間中は同一単価をもって処理するものとする。 

（苦情検討委員会からの要請等） 
第 17 条 甲は、福島県政府調達苦情検討委員会（以下「苦情検討委員会」という。）から契約停止

の要請を受けた場合は、契約の執行を停止することができる。 

2  甲は、苦情検討委員会から、契約を破棄する提案が出された時は、契約を破棄することができ

る。 

（契約外の事項） 

第 18 条 この契約に定めのない事項及びこの契約に定める事項に関する疑義については、必要に応

じて、甲、乙協議して定めるものとする。 

（紛争の解決方法） 

第 19 条 前条に規定による協議が整わない場合、この契約に関する一切の紛争に関しては、甲の 

  所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。 

 

上記の契約の証として本書２通を作り､当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

                                               

甲 住 所  福島県福島市杉妻町２番１６号 

氏  名    福  島  県            印 

代表者   福島県知事 内堀 雅雄 

 

 

乙 住 所   

      

氏 名   



仕  様  書 

 

１ 購入物品  コピー用紙Ａ４（２，５００枚入） 

 

２ 予定数量  ２４，０００箱 

 

３ 契約期間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 納入期限  令和７年４月１日から令和８年３月３１日の間の福島県知事が指定する日 

 

５ 要求仕様  １箱２，５００枚入り 

        グリーン購入：総合評価値８０以上 

 

６ 納入場所 

本庁舎・西庁舎・北庁舎・警察本部庁舎・自治会館内の各所属（総務部、危機管理部、企画調整部、生活

環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産部、土木部、出納局、議会事務局、教育庁、警察本部、監査委

員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局）並びに次の各公所 

計量検定所、県北地方振興局、県北保健福祉事務所、県北農林事務所、県北建設事務所、県北教育事務所、

障がい者総合福祉センター、中央児童相談所、食肉衛生検査所、女性のための相談支援センター、精神保健

福祉センター、衛生研究所、県北家畜保健衛生所、教育センター、図書館、美術館、福島高等学校、橘高等

学校、福島商業高等学校、福島明成高等学校、福島工業高等学校、福島西高等学校、福島東高等学校、福島

南高等学校、視覚支援学校、福島警察署 

 

７ 契約の条件等 

(1) 単価契約とする。 

契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、契約期間中

は同一単価をもって処理するものとする。 

(2) 単価購入契約物品の発注は、各適用機関が発注書により、品名・規格・数量及び納期等を示して

行う。（入札及び契約締結事務は出納局が行うが、契約した物品の発注は出納局を経由しない。） 

(3) 輸送費等納入に要する一切の諸経費は受注者負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 



仕  様  書 

 

１ 購入物品  コピー用紙Ａ３（１，５００枚入） 

 

２ 予定数量  １，３１０箱 

 

３ 契約期間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 納入期限  令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間の福島県知事が指定する日 

 

５ 規 格 等  １箱１，５００枚入り 

        グリーン購入：総合評価値８０以上 

        ※別紙の基準を満たすこと 

 

６ 納入場所（適用機関） 

本庁舎・西庁舎・北庁舎・警察本部庁舎・自治会館内の各所属（総務部、危機管理部、企画調整部、生活

環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産部、土木部、出納局、議会事務局、教育庁、警察本部、監査委

員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局）並びに次の各公所 

計量検定所、県北地方振興局、県北保健福祉事務所、県北農林事務所、県北建設事務所、県北教育事務所、

障がい者総合福祉センター、中央児童相談所、食肉衛生検査所、女性のための相談支援センター、精神保健

福祉センター、衛生研究所、県北家畜保健衛生所、教育センター、図書館、美術館、福島高等学校、橘高等

学校、福島商業高等学校、福島明成高等学校、福島工業高等学校、福島西高等学校、福島東高等学校、福島

南高等学校、視覚支援学校、福島警察署 

 

７ 契約の条件等 

(1) 単価契約とする。 

契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、契約期間中

は同一単価をもって処理するものとする。 

(2) 単価購入契約物品の発注は、各適用機関が発注書により、品名・規格・数量及び納期等を示して

行う。（入札及び契約締結事務は出納局が行うが、契約した物品の発注は出納局を経由しない。） 

(3) 輸送費等納入に要する一切の諸経費は受注者負担とする。 

 

 

 



仕  様  書 

 

１ 購入物品  コピー用紙Ｂ４（２，５００枚入） 

 

２ 予定数量  １，２６０箱 

 

３ 契約期間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 納入期限  令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間の福島県知事が指定する日 

 

５ 規 格 等  １箱２，５００枚入り 

        グリーン購入：総合評価値８０以上 

        ※別紙の基準を満たすこと 

 

６ 納入場所（適用機関） 

本庁舎・西庁舎・北庁舎・警察本部庁舎・自治会館内の各所属（総務部、危機管理部、企画調整部、生活

環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産部、土木部、出納局、議会事務局、教育庁、警察本部、監査委

員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局）並びに次の各公所 

計量検定所、県北地方振興局、県北保健福祉事務所、県北農林事務所、県北建設事務所、県北教育事務所、

障がい者総合福祉センター、中央児童相談所、食肉衛生検査所、女性のための相談支援センター、精神保健

福祉センター、衛生研究所、県北家畜保健衛生所、教育センター、図書館、美術館、福島高等学校、橘高等

学校、福島商業高等学校、福島明成高等学校、福島工業高等学校、福島西高等学校、福島東高等学校、福島

南高等学校、視覚支援学校、福島警察署 

 

７ 契約の条件等 

(1) 単価契約とする。 

契約の予定数量を超えて購入する場合、又は、予定数量に満たない場合であっても、契約期間中

は同一単価をもって処理するものとする。 

(2) 単価購入契約物品の発注は、各適用機関が発注書により、品名・規格・数量及び納期等を示して

行う。（入札及び契約締結事務は出納局が行うが、契約した物品の発注は出納局を経由しない。） 

(3) 輸送費等納入に要する一切の諸経費は受注者負担とする。 
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                                   別紙 

参考 うつくしまグリーン購入ガイドライン より抜粋          

 

２．紙 類 

(1) 品目及び判断の基準等 

【情報用紙】 

コピー用紙 【判断の基準】 

［エコマーク認定商品であれば適合］ 

①古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材等パルプ利

用割合、その他の持続可能性を目指した原料の調達方針に基づいて

使用するパルプ利用割合、白色度及び坪量を備考５の算定式により

総合的に評価した総合評価値が80以上であること。 

②バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、

伐採に当たって、原木の生産された国又は地域における森林に関す

る法令に照らして手続が適切になされたものであること。ただし、

合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資源

により製造されたバージンパルプには適用しない。 

③製品に総合評価値及びその内訳（指標項目ごとの、指標値又は加算

値、及び評価値）が記載されていること。ただし、製品にその内訳

が記載出来ない場合は、ウエブサイト等で容易に確認できるように

し、参照先を明確にすること。 

 

【配慮事項】 

①古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること。 

②バージンパルプが原料として使用される場合にあっては、原料とさ

れる原木は持続可能な森林経営が営まれている森林から産出された

ものであること。また、森林認証材パルプ及び間伐材等パルプの利

用割合が可能な限り高いものであること。 

③製品の包装又は梱包は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易

さ及び廃棄時の負荷低減に配慮されていること。 

備考） １ 「持続可能性を目指した原料の調達方針に基づいて使用するパルプ」とは、次のいずれ

かをいう。 

ア．森林の有する多面的機能を維持し、森林を劣化させず、森林面積を減少させないよう

にするなど森林資源を循環的・持続的に利用する観点から経営され、かつ、生物多様

性の保全等の環境的優位性、労働者の健康や安全への配慮等の社会的優位性の確保に

ついて配慮された森林から産出された木材に限って調達するとの方針に基づいて使用

するパルプ 

イ．資源の有効活用となる再・未利用木材（廃木材、建設発生木材、低位利用木材（林地

残材、かん木、木の根、病虫獣害・災害などを受けた丸太から得られる木材、曲がり

材、小径材などの木材）及び廃植物繊維）を調達するとの方針に基づいて使用するパ

ルプ 

２ 「間伐材等」とは、間伐材又は竹をいう。 

３ 「指標項目」とは、古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材等パルプ利

用割合、その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合、白色度及び坪量をいう。 



 

－2－ 

また、「その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合」とは、森林認証材パルプ利用割

合及び間伐材等パルプ利用割合に数量計上したものを除く持続可能性を目指した原料の調

達方針に基づいて使用するパルプをいう。 

４ 「総合評価値」とは備考５に示される Yの値をいう。 

「指標値」とは、備考５に示される x1,x2,x3,x4の指標項目ごとの値を、「加算値」とは、

備考５に示される x5,x6の指標項目ごとの値をいう。 

｢評価値｣とは、備考５の y1,y2,y3,y4,y5 について示される式により算出された数値をい

う。 

５ 総合評価値、評価値、指標値、加算値は以下の式による。 

Y = (y1 + y2 + y3) + y4 + y5 

y1 = x1 – 20 （70≦x1≦100） 

y2 = x2 + x3 （0≦x2 + x3≦30） 

y3 = 0.5×x4 （0≦x4≦30） 

y4 = – x5 + 75 （60≦x5≦75, x5＜60→x5=60, x5＞75→x5=75） 

y5 = – 2.5x6 + 170 （62≦x6≦68, x6＜62→x6=62, x6＞68→x6=68） 

Y 及び y1,y2,y3,y4,y5,x1,x2,x3,x4,x5,x6は次の数値を表す。 

Y（総合評価値）：y1,y2,y3,y4,y5の合計値を算出し小数点以下を切り捨てた数値 

y1：古紙パルプ配合率に係る評価値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

y2：森林認証材パルプ及び間伐材等パルプの合計利用割合に係る評価値を算出し小

数点第二位を四捨五入した数値 

y3：その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合に係る評価値を算出し小数点第

二位を四捨五入した数値 

y4：白色度に係る加算値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

y5：坪量に係る加算値を算出し小数点第二位を四捨五入した数値 

x1：最低保証の古紙パルプ配合率（%） 

x2：森林認証材パルプ利用割合（%） 

x2 ＝ （森林認証材パルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x3：間伐材等パルプ利用割合（%） 

x3 ＝ （間伐材等パルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x4：その他の持続可能性を目指したパルプ利用割合（%） 

x4 ＝ （その他の持続可能性を目指したパルプ／バージンパルプ）×（100－x1） 

x5：白色度（%） 

白色度は生産時の製品ロットごとの管理標準値とし、管理標準値±3%の範囲内

については許容する。ただし、ロットごとの色合わせの調整以外に着色された

場合（意図的に白色度を下げる場合）は加点対象とならない。 

x6：坪量（g/㎡） 

 

坪量は生産時の製品ロットごとの管理標準値とし、管理標準値の±5%の範囲内

については許容する。 

６ 調達を行う各機関は、坪量の小さいコピー用紙は、複写機等の使用時に相対的にカール、

紙詰まり、裏抜け等が発生するリスクが高まる場合があるため、過度に坪量の小さい製品

の調達には留意が必要である。 

７ 調達を行う各機関は、コピー用紙を複写機、プリンタ等に使用する場合は、原料表示や

製品仕様等、紙製造事業者等が製品及びウエブサイトに公表する情報提供を踏まえ、本体

機器への適性や印刷品質に留意し、調達を行うこと。 



 

－3－ 

８ 紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれている森林から

の産出に係る確認を行う場合には、木材関連事業者にあっては、「合法伐採木材等の流通及

び利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 48 号。以下「クリーンウッド法」という。）」

に則するとともに、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のための

ガイドライン（平成 18 年 2 月 15 日）」に準拠して行うものとする。また、木材関連事業者

以外にあっては、同ガイドラインに準拠して行うものとする。 

９ 紙の原料となる間伐材の確認は、林野庁作成の「間伐材チップの確認のためのガイドラ

イン（平成 21 年 2 月 13 日）」に準拠して行うものとする。 

１０ 紙の場合は、複数の木材チップを混合して生産するため、製造工程において製品ごと

の実配合を担保することが困難等の理由を勘案し、間伐材等の管理方法は環境省作成の「森

林認証材・間伐材に係るクレジット方式運用ガイドライン（平成 21 年 2月 13 日）」に準拠

したクレジット方式を採用することができる。また、森林認証材については、各制度に基

づくクレジット方式により運用を行うことができる。 

なお、「クレジット方式」とは、個々の製品に実配合されているか否かを問わず、一定期

間に製造された製品全体に使用された森林認証材・間伐材等とそれ以外の原料の使用量に

基づき、個々の製品に対し森林認証材・間伐材等が等しく使われているとみなす方式をい

う。 
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